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株主の皆様へ

株主の皆様には日頃から温かいご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

ここに第１２期中間事業報告書をお届けするにあたりまして、一言ごあいさつ申し上げます。

当中間期におきましては、イラクへの軍事行動と新型肺炎ＳＡＲＳの大流行という二つの大き

な出来事がありました。いずれも長期化した場合の世界経済への悪影響が懸念されました

が、幸い比較的短期間に終息したことから、消費者や企業の心理は回復してきております。

当社のコア事業でありますエレクトロニクス業界におきましても、近年中国を中心とするアジ

アへの生産移転が急速に進んでいることから、ＳＡＲＳの影響は少なからずありましたが、海外

生産・海外調達増強の基本的なトレンドは変わっておりません。当社といたしましても、昨年

から進めておりますタイ、中国など主力工場の整備増強を予定通り進めながら、製造（ＥＭＳ）

機能を活かした電子部品・部材・完成品の物流事業を引き続き推進してまいりました。その

結果、情報機器、車載関連などを中心に売上高は計画を上回ることができましたが、ＳＡＲＳ

の影響もあり、携帯電話用液晶関連ビジネスの立ち上げの遅れなどを主因として、利益面で

は遺憾ながら当初予想を下回る結果となりました。

下期にはこの遅れを最大限挽回するとともに、好調に推移し

ております車載関連などの分野での一層の営業強化と業務

の効率化をはかり、皆様のご期待に応えるべく努力をしてまい

る所存でございますので、引き続きご支援賜りますようお願い

申し上げます。

平成１５年８月

代表取締役会長兼ＣＥＯ

村 井 史 郎
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営業概況

当中間連結会計期間における、当社グループの主要顧客である日系エ

レクトロニクス業界におきましては、国内向け・輸出とも液晶テレビ、ＰＤＰ、

ＤＶＤプレーヤー、デジタルカメラなどのデジタル機器、携帯電話などの電

子機器ならびに関連部品の出荷が堅調に推移しており、カーナビゲーシ

ョンシステム、モーターなどの自動車関連電子機器・部品が世界的に見

ても新たな分野として成長しつつあります。しかしながら、長引くデフレの

中で各分野とも製品価格の下落傾向が続いており、製造・物流コストの

削減や海外市場での販売拡大のために中国、タイなど海外への生産移

転の動きがますます進行しております。

こうした情勢の中で、当社はメーカーの海外生産・海外調達をサポートす

る部材物流・ＥＭＳ事業を引き続き拡大するとともに、情報通信及び車載

関連分野を成長分野と位置付け、携帯電話用部品・デバイスや車載用

機器・部材の販売及びＥＭＳなどに重点を置いた営業展開を行いました。

その結果、当中間連結会計期間の売上高は４７３億３千４百万円となり、

前中間連結会計期間に比べ、３５億７千１百万円の増加（８.２％増加）と

なりました。利益面では、売上総利益率が比較的高い欧州向け携帯電

話液晶モジュールの売上高の減少、減価償却費負担の増加、携帯電話

用半導体の設計・開発費用の増加等による販売費及び一般管理費の

増加により、営業利益は２億４千５百万円となり、前中間連結会計期間

に比べ、３億１千６百万円の減少（５６.３％減少）となりました。また為替差

損の改善により、経常利益は１億４千５百万円となり、前中間連結会計期

間に比べ、５千３百万円の減少（２７.０%減少）となりました。また特別利

益として、厚生年金基金代行部分返上益を１億４千１百万円計上しまし

たが、一部の子会社の赤字と受取配当金にかかる税負担の増加により、

１億８千７百万円の中間純損失を計上することとなりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

■電子部門

当社グループのコアになる部門で通信機器、情報機器、家電及び産業

機器、車載関連機器、一般電子部品・デバイス等に係る完成品、組立

品、基板実装、部品単体・キット等の領域を幅広くカバーしております。

この部門では、携帯電話用液晶モジュールの出荷が減少しましたが、

スキャナーやデジタルカメラの半完成品の出荷が大幅に増加したため、

当中間連結会計期間の電子部門の売上高は４２２億６千３百万円（前

年同期比１１.１％増加）となりました。また営業利益は８億６百万円（前

年同期比２０.０％減少）となりました。

■機械部門

オートバイ用部材、自動車用ワイヤーハーネス部材、空調機器、設備

機械等を取り扱っておりますこの部門は、オートバイ用部材の出荷が減

少したため、当中間連結会計期間の売上高は４４億５百万円（前年同

期８.５％減）となりました。また営業損失は１千万円となり、前年同期と

比べて４千３百万円の減少となりました。

■その他部門

フロンガス、合成樹脂、印刷インキ、化成品等を取り扱っておりますこ

の部門の、当中間連結会計期間の売上高は８億９千２百万円（前年

同期比４.２％減少）となりました。また営業利益は５千９百万円（前年

同期比５３.４％増加）となりました。
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グループ経営戦略
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●経営の基本方針

市場のグローバル化や構造的変化にタイムリーに対応で

きる企業経営が求められる中で、調達・製造・販売等あら

ゆる面でグローバルに経営資源を配置・活用することが

業種を問わず経営の重要課題になってきております。当

社グループは、このような企業の新たな課題解決を支援

することを企業目的とし、永年にわたり手がけてきたエレ

クトロニクス関連分野を中心に、「世界に点在する様々な

ニーズを自在にコーディネートし、顧客に具体的なビジネ

スメリット（顧客価値）を提供する『グローバル・ビジネス・

オーガナイザー』たること」を事業の基本方針としており

ます。こうした企業活動を通して「世界のリソースの有効

活用を追求し、社会システムの活性化と人類の進歩に貢

献すること」を当社の企業理念としております。

●経営戦略と対処すべき課題

世界的な低成長・デフレ傾向が続く経済環境下で、当社

グループのコア事業であるエレクトロニクスの分野におい

ては、アジアに重点を置いた製造の国際分業とマーケッ

ト開拓の動きが進んでおります。この傾向はますます強ま

るとの基本認識のもと、アジアを中心にグローバルに配

置した当社グループの拠点網と調達・物流ノウハウを最

大限に活用して、メーカーの海外展開のあらゆる段階で

発生するニーズをビジネスチャンスとして取り込み、当社の

事業拡大に繋げていく所存です。

当面の経営課題は以下の点であると認識し、取り組んで

おります。

①重点取組み分野－情報通信、車載関連

デジタル家電、多機能携帯電話、ＡＶ機能つ

きパソコン等に見られるように、情報と通信が

各種の電機・電子機器或いはサービスを融

合し、エレクトロニクス分野をリードしていく時

代にはいっております。また、自動車の分野で

も電子制御化が急速に進んでおり、同時に

車載端末を通した情報サービスも始まって

おります。当社はこうした方向性を踏まえて、

通信・情報、車載関連分野を重点分野と位

置付けて取り組んでおります。

②デバイス、モジュールビジネスの強化

情報通信の分野においては、カメラ付携帯電

話の如く、映像情報の活用が情報伝達のツ

ールとして急速に普及してきております。

当社はカメラモジュール、液晶モジュール、

液晶駆動用のドライバーＩＣなどのキーデバ

イス・モジュールについて、部材販売や基

盤実装などの受託型ビジネスに加え、当社

グループで開発・アレンジした製品・部品に

よる提案型ビジネスの拡大にも注力してお

ります。

③ＥＭＳ（電子機器受託製造サービス）の差別化

メーカーの海外生産拡大の動きや、車載関

連機器、通信関係モジュール等の製造技

術・品質要求の高度化に対応して、約２年前

からタイ、中国（東莞、上海）、スロバキアなど

の重点工場の整備拡充を行ってきており、

順次稼動を開始しております。

これら重点工場をコアに海外１０箇所に製造

拠点網を持つ当社ＥＭＳの強みを発揮して、

部品調達から完成品物流に至る付加価値の

高いビジネス獲得に努力しております。
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トピックス

――――――――――――２００３年中間期

●ＩＳＯ９００１：２０００を取得

２００３年４月２２日付けで、国際品質資格である、ＩＳＯ９００１：２０００を取得いたしました。

ＩＳＯ認証機関は、（株）日本環境認証機構（ＪＡＣＯ）です。

●デバイスタイルブランド製品の発売

デサイン家電メーカーの株式会社デバイ

スタイルが、エスプレッソマシン、ワインセ

ラー（１本用・６本用・１２本用の３種類）

等の新製品を３月以降相次いで発売い

たしました。当社は、部材調達・生産・物

流に関わっており、新しい完成品事業分

野として取組んでおります。

●ＳｌｕｚｂａＳＩＩＸ及びＳＩＩＸＥＭＳＤｏｎｇｇｕａｎ、ＴａｋａｙａＳＩＩＸが工場拡張

当社連結子会社である、ＳＬＵＺＢＡＳＩＩＸＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ,ｓ.ｒ.ｏ.（４月）及びＳＩＩＸＥＭＳＤｏｎｇｇｕａｎＬｔｄ.（６月）、持分法適用会社である

ＴａｋａｙａＳＩＩＸＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ（Ｓｈａｎｇｈａｉ）Ｃｏ.,Ｌｔｄ.（６月）の３工場は、業務拡大のための工場拡張を完了いたしました。

▲エスプレッソマシン ▲ワインセラー６本用

▲ワインセラー１本用
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中間連結財務諸表

中間比較連結貸借対照表

科　　目
当中間期 前中間期 前　期

（H１５年６月３０日現在） （H１４年６月３０日現在）（H１４年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
資産の部

流動資産 ２５,４３７ ２４,６４２ ２７,４４８

現金及び預金 ３,９８３ ５,６１７ ４,１０３

受取手形及び売掛金 １４,９３２ １２,９９４ １５,１９６

たな卸資産 ５,６２２ ４,８８３ ６,５６３

繰延税金資産 ３６ ２３３ ７６

その他 １,３５４ １,３２５ １,９３２

貸倒引当金 △４９０ △４１２ △４２４

固定資産 ７,９９３ ６,６０４ ７,７４９

有形固定資産 ４,９４８ ３,６８９ ４,８３４

無形固定資産 １１５ ９９ ７７

投資有価証券 １,５４１ １,４６９ １,４０２

繰延税金資産 ４９６ ４４２ ６５５

その他 １,２４８ １,２８６ １,１９２

貸倒引当金 △３５５ △３８１ △４１２

繰延資産 ３ ― ４

社債発行費 ３ ― ４

資産合計 ３３,４３４ ３１,２４７ ３５,２０２

科　　目
当中間期 前中間期 前　期

（H１５年６月３０日現在） （H１４年６月３０日現在）（H１４年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
負債の部

流動負債 ２１,６３２ １９,４６８ ２２,９７３

買掛金 １０,６４０ ８,７１８ １１,９８７

短期借入金 ８,９３３ ８,７４１ ９,２２８

繰延税金負債 ８１ ２７ １０４

その他 １,９７７ １,９８１ １,６５２

固定負債 ２,５６８ ２,５７２ ３,０００

社債 ３００ ― ３００

長期借入金 １,７０１ １,８３２ １,８６７

退職給付引当金 ２１１ ４２７ ３９１

役員退職慰労引当金 １４４ １６７ １８０

繰延税金負債 ― ３７ ―

その他 ２１０ １０７ ２６０

負債合計 ２４,２０１ ２２,０４１ ２５,９７３

少数株主持分 ２７９ ２２６ ２６１

資本の部
資本金 ２,１４４ ２,１４４ ２,１４４

資本剰余金 １,８５３ １,８５３ １,８５３

利益剰余金 ５,２２０ ５,３８３ ５,４４５

その他有価証券評価差額金 ２０ △９８ △１２１

為替換算調整勘定 △２８３ △３０１ △３５３

資本合計 ８,９５３ ８,９７９ ８,９６７

負債・少数株主持分・資本合計 ３３,４３４ ３１,２４７ ３５,２０２

◆中間比較連結貸借対照表注記

当中間期 前中間期 前　　期　

①有形固定資産の減価償却累計額 ……………２,９００百万円 …２,２４９百万円 …２,５２８百万円

②輸出手形割引高 ……………………………………６５百万円 ………３２百万円 ………８１百万円

③保証債務 ……………………………………………４３百万円 ………１２百万円 ………４７百万円

※中間比較連結貸借対照表・中間比較連結損益計算書・中間比較連結剰余金計算書・中間連結キャッ
シュフロー計算書及び注記事項の記載金額は、それぞれ表示単位未満切捨てにより表示しております。
※連結財務諸表規則の一部改正を適用し、前中間期についても改正後の表示区分により表示しております。

６

科　　目
当中間期 前中間期 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円

資本剰余金の部

資本剰余金期首残高 １,８５３ １,８５３ １,８５３

資本剰余金中間期末（期末）残高 １,８５３ １,８５３ １,８５３

利益剰余金の部

利益剰余金期首残高 ５,４４５ ５,３８３ ５,３８３

利益剰余金増加高 ― ３８ １５２

中間（当期）純利益 ― ３８ １５２

利益剰余金減少高 ２２５ ３７ ９０

中間（当期）純損失 １８７ ― ―

配当金 ３７ ３７ ７５

連結会社減少による減少高 ― ― ８

その他の減少高 ― ― ６

利益剰余金中間期末（期末）残高 ５,２２０ ５,３８３ ５,４４５

中間比較連結損益計算書 中間連結キャッシュ・フロー計算書

科　　目
当中間期 前中間期 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円

売上高 ４７,３３４ ４３,７６２ ９０,８１８

売上原価 ４４,３７７ ４０,６９０ ８４,７２８

売上総利益 ２,９５６ ３,０７１ ６,０８９

販売費及び一般管理費 ２,７１０ ２,５０９ ５,１４１

営業利益 ２４５ ５６２ ９４７

営業外収益 １５９ ３０６ ４５８

営業外費用 ２６０ ６６９ ７６７

経常利益 １４５ １９９ ６３９

特別利益 １５９ ― ―

特別損失 ６８ １１３ ２２４

税金等調整前中間（当期）純利益 ２３６ ８５ ４１４

法人税、住民税及び事業税 ３０５ ２３２ ４０１

法人税等調整額 １１５ △１８２ △１３５

少数株主利益（△）又は損失 △３ ３ ４

中間（当期）純利益又は中間純損失（△） △１８７ ３８ １５２

科　　　　目
当中間期 前中間期 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 ２３６ ８５ ４１４
減価償却費 ４４４ ３４３ ７０５
連結調整勘定償却額 △２１ △２１ △４２
貸倒引当金の増加額 ２ １００ １３１
受取利息及び受取配当金 △３３ △１３０ △１６４
支払利息 ９７ １０４ １９０
為替差損 ３５ ４０８ ３４７
持分法による投資損失 ６６ ６６ １１８
売上債権の増減額 ４２２ ５９３ △１,５０２
たな卸資産の増減額 １,０１４ △６２１ △２,２８８
仕入債務の増減額 △１,６６０ △１,２７２ １,６３５
厚生年金基金代行部分返上益 △１４１ ― ―
その他 ６９３ △３８３ △６９７
小　計 １,１５７ △７２５ △１,１５１
利息及び配当金の受取額 ３４ １２９ １９８
利息の支払額 △９２ △１０９ △２０７
法人税等の支払額 △２６７ △２６３ △４７５
営業活動によるキャッシュ・フロー ８３１ △９６８ △１,６３６

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △２３３ △２３０ △１,６８２
有形固定資産の売却等による収入 ３１ ２ ４
無形固定資産の取得による支出 △５５ △４ △１２
投資有価証券の取得による支出 ― △４６ △１６６
投資有価証券の売却等による収入 ― ３５ ３６
出資金の払込による支出 △６０ ― ―
貸付けによる支出 ― ― △２
貸付金の回収による収入 ２５ ２１ ５８
その他 ０ △９ １７
投資活動によるキャッシュ・フロー △２９０ △２３１ △１,７４７

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入 ― ― ２９３
短期借入金の純増減額 △１,１８７ ２,４４２ ２,８５２
長期借入れによる収入 ７２５ ― ６９
長期借入金の返済による支出 △１４４ ― △３４
配当金の支払額 △３８ △３７ △７５
少数株主への配当金の支払額 ― ― △６
少数株主からの払込 ― ― ３１
その他 △４ ― ―
財務活動によるキャッシュ・フロー △６４８ ２,４０４ ３,１３１

現金及び現金同等物に係る換算差額 △１２ △２６ △７８
現金及び現金同等物の増減額 △１２０ １,１７８ △３３０
現金及び現金同等物の期首残高 ４,０６６ ４,４０１ ４,４０１
連結の変更範囲に伴う現金及び現金同等物の減少額 ― ― △４
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ３,９４５ ５,５７９ ４,０６６

中間比較連結剰余金計算書

H１５年１月１日～
H１５年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年１２月３１日

H１５年１月１日～
H１５年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年１２月３１日

H１５年１月１日～
H１５年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年１２月３１日

※連結財務諸表規則の一部改正を適用し、前中間期についても改正後の表示区分により表示しております。



７

中間単独財務諸表

中間比較貸借対照表

科　　目
当中間期 前中間期 前　期

（H１５年６月３０日現在） （H１４年６月３０日現在）（H１４年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
資産の部

流動資産 ９,９４０ １０,４８９ １０,９４３

現金及び預金 １,０３４ １,０１３ １,３２５

受取手形 ３０２ １９０ ３２１

売掛金 ６,９１２ ６,９９６ ７,４０９

たな卸資産 ９６３ １,２８６ １,１０７

繰延税金資産 １４０ １９７ ８１

未収消費税等 ３２１ ３０３ ３８８

その他 ３２２ ５２５ ３５２

貸倒引当金 △５６ △２４ △４３

固定資産 ５,５３３ ４,８８７ ５,０４６

有形固定資産 ９０ ４８ ４３

無形固定資産 ５８ ６ ６

投資その他の資産 ５,３８４ ４,８３２ ４,９９６

投資有価証券 ２,７１３ ２,６０２ ２,５３７

長期貸付金 １,１９２ ７９２ ８６０

繰延税金資産 ４４５ ４３５ ６１２

その他 １,２２３ １,１５０ １,１７１

貸倒引当金 △１９０ △１４８ △１８５

繰延資産 ３ ― ４

社債発行費 ３ ― ４

資産合計 １５,４７７ １５,３７７ １５,９９３

科　　目
当中間期 前中間期 前　期

（H１５年６月３０日現在） （H１４年６月３０日現在）（H１４年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
負債の部

流動負債 ７,３８１ ６,９２９ ７,５６５

買掛金 ４,３２４ ３,８４０ ４,５６３

短期借入金 ２,４２６ ２,３７８ ２,５６１

未払法人税等 ３８ １６ ３

未払費用 ４４３ ４０５ ２５８

賞与引当金 ５６ ５３ ５５

その他 ９１ ２３５ １２２

固定負債 １,８２０ ２,４２７ ２,６７０

社債 ３００ ― ３００

長期借入金 １,１６４ １,８３２ １,７９８

退職給付引当金 ２１１ ４２７ ３９１

役員退職慰労引当金 １４４ １６７ １８０

負債合計 ９,２０１ ９,３５６ １０,２３６

資本の部

資本金 ２,１４４ ２,１４４ ２,１４４

資本剰余金 １,８５３ １,８５３ １,８５３

資本準備金 １,８５３ １,８５３ １,８５３

利益剰余金 ２,２５８ ２,１２２ １,８８２

利益準備金 ３４ ３４ ３４

任意積立金 １,６００ １,６００ １,６００

中間（当期）未処分利益 ６２４ ４８８ ２４７

その他有価証券評価差額金 ２０ △９８ △１２１

資本合計 ６,２７５ ６,０２１ ５,７５７

負債及び資本合計 １５,４７７ １５,３７７ １５,９９３

※財務諸表等規則の一部改正を適用し、前中間期についても改正後の表示区分により表示しております。

８

中間比較損益計算書

科　　　　　目
当中間期 前中間期 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円

売上高 ２０,５３５ １７,９９９ ３９,９８９

売上原価 １９,７０５ １７,３１８ ３８,４１６

売上総利益 ８２９ ６８１ １,５７３

販売費及び一般管理費 １,１１１ ９１８ １,９６７

営業損失（△） △２８２ △２３６ △３９３

営業外収益 ７５７ ６４１ ６８４

営業外費用 ５３ １６８ ２１８

経常利益 ４２０ ２３６ ７２

特別利益 １４１ ６１ ６１

貸倒引当金戻入益 ― ６１ ６１

厚生年金基金代行部分返上益 １４１ ― ―

特別損失 ６８ １１３ ２２４

投資有価証券評価損 ４３ ６６ １２７

関係会社株式評価損 ２４ ― ―

和解処理損失 ― ― ３７

ゴルフ会員権評価損 ― ― １２

貸倒引当金繰入額 ― ４７ ４７

税引前中間（当期）純利益または純損失（△） ４９４ １８４ △９０

法人税、住民税及び事業税 ７５ ９ △１８

法人税等調整額 ５ △３７ △８１

中間（当期）純利益 ４１３ ２１２ ９

前期繰越利益 ２１０ ２７６ ２７６

中間配当額 ― ― ３７

中間（当期）未処分利益 ６２４ ４８８ ２４７

H１５年１月１日～
H１５年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年６月３０日

H１４年１月１日～
H１４年１２月３１日



９

株式の状況

■株式の状況（２００３年６月３０日現在）

会社が発行する株式の総数……………………２０,０００,０００株

発行済株式の総数 ………………………………６,３００,０００株

当期末株主数……………………………………………１,１２０名

■大株主（２００３年６月３０日現在）

株主名 所有株式数 議決権比率
株 ％

サカタインクス株式会社 ２,８４９,０００ ４５.２２

村井史郎 ４５０,０００ ７.１４

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 ３０８,２００ ４.８９

ビービーエイチフォーフィデリティー

ジャパンスモールカンパニーファンド
２４６,７００ ３.９２

株式会社りそな銀行 ２２０,０００ ３.４９

株式会社三井住友銀行 ２００,０００ ３.１７

バンクオブニューヨークフォー

ゴールドマンサックスインターナショナル
１３５,８００ ２.１６

シークス社員持株会 １０６,２００ １.６９

株式会社東京三菱銀行 ９０,０００ １.４３

投資信託受託者

三井アセット信託銀行株式会社
８２,４００ １.３１

■所有者別所有株数 ■所有者別株主数

外国法人等 8.24%

その他の法人�
47.28%

証券会社 0.63%
金融機関 1.07%

金融機関 16.83%

証券会社 0.08%

個人・その他�
94.91%

個人・その他�
27.57%

その他の法人 2.32%

外国法人等 1.07%

※当社の当該大株主への出資はありません。

■株価・出来高推移（２００１年６月～２００３年７月）
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会社概要

■役員および監査役（２００３年６月３０日現在）
代表取締役会長 村 井 史 郎 ＣＥＯ（最高経営責任者）

代表取締役社長 村 瀬 漢 章 ＣＯＯ（最高執行責任者）

取　締　役 橋 詰 研 作 総務部、経理部、業務部、システム管理室担当兼経理部長、業務部長

取　締　役 大 庭 勝 躬 大阪営業部長

取　締　役 宮 田 光 雄 東京営業部長

取　締　役 戸 上 幸 一 郎 デバイス営業部長

取　締　役 近 藤 恒 雄 経営企画部長、関連事業部長

取　締　役 吉 田 泰 営業推進部長

常勤監査役 嶋 井 節 夫
監　査　役 北 村 玄 一 サカタインクス株式会社　常勤監査役

監　査　役 肥 田 久 弘 サカタインクス株式会社　常勤監査役

監査役のうち、北村玄一氏、肥田久弘氏は、商法特例第１８条第１項に定める社外監査役です。

■会社概要（２００３年６月３０日現在）

商　　号 シークス株式会社

設　　立 １９９２年７月１日

資 本 金 ２,１４４百万円

従業員数 １４３名

本　　社 大阪市中央区南本町１-８-１４

東京事務所 東京都千代田区神田須田町２-７-３

U R L http://www.siix.co.jp

■関連子会社・事業所一覧（２００３年６月３０日現在）

関連子会社 主 な 事 業 内 容

●SIIX Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電子部品等の輸出入販売
●SIIX H.K. Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売
●SIIX TWN Co., Ltd : Taiwan 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Logistics Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Logistics Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電 子 部 品 等 の 物 流
●SIIX Bangkok Co., Ltd. : Thailand 電子部品等の輸出入販売
●SIIX (Shanghai) Co., Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売・物流
●SIIX Europe GmbH : Germany 電子部品等の輸出入販売
●SIIX U.S.A. Corp. : Illinois, U.S.A. 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売
●PT SIIX Electronics Indonesia : Indonesia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

関連子会社 主 な 事 業 内 容

●SIIX EMS Dongguan.Ltd : China 電子回路実装および機器・部品の組立・加工
●SIIX EMS(Thailand) Co., Ltd. : Thailand 電子回路実装および機器・部品の組立・加工
●Nansha Sakata Ink Corp. : China 印 刷イン キ の 製 造 販 売
●イスロン株式会社 : Japan 半 導 体 の 設 計 ・ 開 発
●Sluzba SIIX Electronics s.r.o. : Slovakia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

事業所

●SIIX U.S.A. Corp. San Jose Branch : Calif., U.S.A.
●SIIX do Brasil Ltda. : Brasil
●SIIX Corp. Seoul Liaison Office : Korea
●SIIX H.K. Ltd., Shenzhen Liaison Office : China



株主メモ
決 　 算 　 期 毎年１２月３１日

定時株主総会 毎年３月

基 　 準 　 日 定時株主総会 毎年１２月３１日
そのほか必要のあるときは、
あらかじめ公告して定めた日

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒１８３-８７０１
東京都府中市日鋼町１番１０
住友信託銀行株式会社　証券代行部
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